
 

 

令和４年３月 25 日 
記者発表資料 

財務監査（随時監査）等の結果について 
 

監査委員は、令和３年 11 月 12 日から令和４年３月１日までの間に、本庁機関１か所及び出先機関１

か所について、財務監査（随時監査）等を実施し、６件の指摘事項が認められました。  

  

１ 監査の内容 
  財務監査（随時監査）は、監査委員において必要があると認めるときに、財務に関する事

務の執行等を対象として実施するものです。 

また、行政監査は、監査委員において必要があると認めるときに、事務の執行（財務監査

の対象を除く。）を対象として実施するもので、財務監査（定期監査）と併せて実施するこ

とを通例としています。 

⑴ 臨時財務監査及び臨時行政監査 

新型コロナウイルス感染症対策への対応状況等に鑑み、これまで令和２年度の事務事業

を対象とした財務監査を実施していなかった機関のうち本庁機関１か所（産業労働局総務

室）において、令和２年度の事務事業を対象として臨時に監査（臨時財務監査）するとと

もに、この監査と併せて臨時に行政監査（臨時行政監査）を実施しました。 

⑵ 臨時財務監査 

令和３年の財務監査（定期監査）及び行政監査において、継続して警備業務委託契約に

係る支払状況を確認する必要があると認められた出先機関１か所（企業庁谷ケ原浄水場）

において、当該支払状況を臨時に監査（臨時財務監査）しました。 

 

２ 監査の結果 
臨時財務監査及び臨時行政監査を実施した本庁機関１か所並びに臨時財務監査を実施し

た出先機関１か所において不適切事項が６件認められ、その詳細は、別添「監査の結果に関

する報告について」（令和４年３月 25 日付け）のとおりです。 
 

不適切事項とは、「法令等に違反するもの」「予算目的に反しているもの」「不経済な行為又は損害が生じている 

もの」「事務処理等が適切を欠くもの」のいずれかに該当するものです。 

 

問合せ先  

神奈川県監査事務局総務課 

課長  高瀨  電話 045-2８５-５０５３ 

副課長 中嶋  電話 045-2８５-５０５４ 
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神奈川県監査委員報告第10号 

 

監査の結果に関する報告について 

 

神奈川県監査委員監査基準に準拠し、地方自治法（昭和22 年法律第67 号）第199 条第５

項の規定に基づく監査を実施し、監査の結果に関する報告を決定したので、同条第９項の規

定により次のとおり提出します。 

 

令和４年３月25日 

 

神奈川県議会議長  小  島  健  一  殿 

神奈川県知事    黒  岩  祐  治  殿 

 

神奈川県監査委員  村  上  英  嗣 

同         太  田  眞  晴 

同         吉  川  知 惠 子 

同         嶋  村  た だ し 

同         てらさき  雄  介 

 

第１ 監査の種類 

財務監査（随時監査）及び行政監査 

 

第２ 監査の対象 

 １ 財務監査（随時監査） 

   財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理 

 ２ 行政監査  

事務の執行（１に定める監査の対象を除く。） 

 

第３ 監査の着眼点 

事務事業が法令等に従って適正に行われているか、最少の経費で最大の効果を挙げる

ようにし、その組織及び運営の合理化に努めているかなどに着眼して監査するものであ

る。 

 

第４ 監査実施箇所数 

本庁機関１か所及び出先機関１か所 

 

第５ 監査実施日 

令和３年11月12日から令和４年３月１日まで 

別添 
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第６ 監査の実施内容 

１ 臨時財務監査 

新型コロナウイルス感染症対策への対応状況等に鑑み、これまで令和２年度の事務事

業を対象とした財務監査を実施していなかった機関のうち本庁機関１か所において、令

和２年度の事務事業を対象として、次の各事項について臨時に監査した。なお、必要に

応じて過年度の事務事業も対象とした。 

⑴ 予算執行の適否 

⑵ 収入の適否 

⑶ 支出の適否 

⑷ 会計事務処理の適否 

⑸ 契約締結手続及び履行の適否 

⑹ 課税徴収事務の適否 

⑺ 工事執行の適否 

⑻ 補助金その他財政的援助の適否 

⑼ 現金及び有価証券の出納保管の適否 

⑽ 財産の取得、管理及び処分の適否 

⑾ 庶務事務執行の適否 

⑿ その他必要と認める事項 

また、令和３年の財務監査（定期監査）及び行政監査において、継続して警備業務委

託契約に係る支払状況を確認する必要があると認められた出先機関１か所において、当

該支払状況を臨時に監査した。 

 

２ 臨時行政監査 

上記の２か所のうち、これまで令和２年度の事務事業を対象とした財務監査を実施し

ていなかった１か所において、１の監査と併せて、次の各事項についても臨時に監査し

た。 

⑴ 事務事業執行の適否 

⑵ 組織及び執行体制の当否 

⑶ その他必要と認める事項 

 

第７ 監査の結果 

監査の結果、臨時財務監査及び臨時行政監査を実施した本庁機関１か所並びに臨時財

務監査を実施した出先機関１か所において不適切事項が６件認められた。なお、要改善

事項は認められなかった。 
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１ 産業労働局 

   本庁機関 

監査実施箇所名 監査実施日 不適切事項 

総務室 令和３年11月

12 日（令和３

年９月９日職

員調査） 

１ 予算の執行において、受講用端末ほか購入契

約（契約額 37,899,950 円）の履行遅滞に伴う違

約金 124,187 円について、（款）諸収入（項）

雑入（目）雑入として収入調定を行うべきとこ

ろ、これを行わず、契約額 37,899,950 円から違

約金相当額 124,187 円を減額して支払うことに

より処理していた。 

２ 支出事務において、次のとおり誤りがあっ

た。 

⑴ 若手商業者連携促進事業に係るコーディネ

ーターへの謝礼金（１名分 50,000 円）の支払

が履行確認後３月を超えて遅れていた。 

⑵ 令和３年３月分のさがみロボット産業特区

プレ実証フィールドのインターネット利用料

1,408円について、契約で定められた期限まで

に支払を行っていなかった。 

３ 契約事務において、次のとおり誤りがあっ

た。 

⑴ 自動販売機設置場所賃貸借契約（契約総額

220,000円、契約期間：令和２年４月１日から

令和５年３月 31 日まで）の締結に当たり、履

行遅滞に係る違約金の率について、神奈川県

財務規則第 33 条第１項で定められた率である

年 2.7％とすべきところ、年 2.6％としてい

た。その結果、貸付料の納付遅延に伴う違約

金の調定に当たり、違約金の率を誤り、１

件、６円が徴収不足であった｡ 

⑵ 業務用参考図書の購入（59,400 円）に当た

り、神奈川県財務規則運用通知に定める見積

合せを省略できる要件に該当しないにもかか

わらず、一者随意契約を行っていた。 
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２ 企業庁  

   出先機関 

監査実施箇所名 監査実施日 不適切事項 

神奈川県企業庁

谷ケ原浄水場 

令和４年３月

１日（令和３

年11月12日

職員調査） 

契約事務において、谷ケ原浄水場警備業務委託

契約（契約額15,523,200円、契約期間：令和２年

５月１日から令和５年３月31日まで）に基づき行

われた令和２年10 月 30 日の警備業務について、

仕様書で定める実務経験３年以上の警備員による

業務の履行がなされておらず、契約の目的を達し

ていないにもかかわらず、同日分の委託料として

17,600円を支払っていた。 
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